
令和２年１１月３０日制定 

令和２年１２月２１日改定 

令和８年５月７日改定 

 

 

「青森県特定水産資源の漁獲量等の報告に関する規則」に係る運用について 

 

 

青森県特定水産資源の漁獲量等の報告に関する規則（令和２年１１月青森県

規則第６０号。以下「規則」という。）に係る運用を、次のとおり定める。 

 

第１ 規則第２条第１項及び第３条第１項並びに第４条第１項及び第５条第１

項の報告（以下「報告」という。）を、それぞれ規則第２条第２項及び第３条

第２項並びに第４条第２項及び第５条第２項の電子情報処理組織を使用して

行う場合は、資源管理基本方針（令和２年１０月１５日農林水産省告示第１

９８２号）第８の２に基づき、これらの情報を農林水産大臣と都道府県知事

が相互に共有して、適切な資源管理の実効性を高める必要があることから、

個人情報の取いに関する同意を、第１号様式により提出すること。 

 

第２ 規則の制定に基づき漁業者が行う報告は、漁業協同組合等の代理人を通

じて報告をさせることができる（「知事管理区分における水産資源の保存及

び管理に関する事務等の取扱い」の制定について（令和２年１０月３０日付

け２水管第１４９２号水産庁長官通知。以下「事務取扱通知」という。）第

３の４）。その場合、あらかじめ、第２号様式によるその権限を証する書面

を、知事に提出すること。 

 

第３ 規則第２条第１項の報告書の様式例として、第３号様式を示す。 

２ ただし、県が特定水産資源若しくは知事管理区分ごとに報告書の様式例

を別途定める場合は、前条の限りではない。 

 

第４ 規則第３条第１項の報告書の様式例として、第４号を示す。 

 ２ ただし、県が特定水産資源及び特別管理特定水産資源の知事管理区分ご

とに報告書の様式例を別途定める場合は、第２の限りではない。 

 

第５ 規則第４条第１項の報告書の様式例として、第５号及び第６号様式を示

す。 

 ２ ただし、県が特定水産資源若しくは知事管理区分ごとに報告書の様式例

を別途定める場合は、第２の限りではない。 

 

第６ 規則第５条第１項の報告書の様式例として、第７号様式を示す。 

 ２ ただし、県が特定水産資源及び特別管理特定水産資源の知事管理区分ご

とに報告書の様式例を別途定める場合は、第２の限りではない。 

 



第７ 第２号～第７号様式を提出する場合、別記様式第１号による個人情報の

取扱いに関する同意は不要とする。 

 ２ 第３号～第７号様式を用いず、県が特定水産資源及び特別管理特定水産

資源の知事管理区分ごとに定めた報告書の様式例を用いて報告する場合

は、第１号様式又は第２号様式の書面を知事に提出すること。 

 

第８ 当該報告の義務は法の規定において定められた者に課されることから、

これらの者は法の報告の基礎となった記録の保存及び管理を行うこと。 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第１号様式 

 

 

漁業法の規定に基づく報告に係る個人情報の取扱いに関する同意書 

 

  年  月  日 

 

青森県知事 殿 

 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

 

上記報告の内容について、水産資源の資源評価、操業実態の把握その他の漁業生産力

の発展に資する取組に活用するため、国の機関、独立行政法人等（個人情報の保護に関

する法律（平成１５年法律第５７号）第２条第９項に規定する独立行政法人等をいう。）、

青森県の機関、青森県の設置した地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成１５年

法律第１１８号）第２条第１項に規定する地方独立行政法人をいう。）その他の関係機

関（これらの機関から委託を受けて当該取組に関する業務を遂行する者を含む。）へ提

供することに同意します。 

 

 

（記載要領） 同意者が複数の場合には、連盟で１通の同意書を作成することもできる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第２号様式 

漁業法の規定に基づく報告に係る事務に関する委任状 

及び個人情報の取扱いに関する同意書 

  年  月  日 

青森県知事 殿 

（委任者） 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

 

１ 法の規定に基づく報告に係る事務に関する委任 

私は、漁業法（昭和２４年法律第２６７号。以下「法」という。）の規定に基づく報

告について、（１）の者を代理人として定め、（２）に定める期間において、（３）に

定める報告に係る事務を委任します。 

（１）代理人 

氏名 

住所 

（２）委任期間 

年  月  日から  年  月  日まで 

※ なお、委任者から委任期間終了の 30日前までに委任期間を延長しない旨の申出を

行わない場合には、当該委任期間を１年間延長することといたします（翌年以降も

同様。以下「延長された委任期間」という。）。委任期間（延長された委任期間を

含む。）中に委任を解除する場合には、委任者は委任を解除する日の３０日前まで

に代理人及び青森県知事に対してその旨を申し出ることといたします。 

（３）委任事項（☑を入れる。） 

□ 法第２６条第１項及び第２項の規定に基づく青森県知事に対する報告（漁獲割

当管理区分における漁獲量等の報告） 

□ 法第３０条第１項及び第２項の規定に基づく青森県知事に対する報告（非漁獲

割当管理区分における漁獲量等の報告） 

 

２ 個人情報の取扱いに関する同意 

上記報告の内容について、水産資源の資源評価、操業実態の把握その他の漁業生産力

の発展に資する取組に活用するため、国の機関、独立行政法人等（個人情報の保護に関

する法律（平成１５年法律第５７号）第２条第９項に規定する独立行政法人等をいう。）、

青森県の機関、青森県の設置した地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成１５年

法律第１１８号）第２条第１項に規定する地方独立行政法人をいう。）その他の関係機

関（これらの機関から委託を受けて当該取組に関する業務を遂行する者を含む。）へ提

供することに同意します。 

 

（記載要領） 

１ 委任者が複数の場合には、連名で１通の委任状を作成することもできる。 

２ １（３）の委任事項の欄について、委任する事項を限定する場合には、当該委任す

る事項にのみレ点を記載すること。 

３ １（３）の委任事項の欄について、法第２６条第１項及び第２項並びに第３０条第

１項及び第２項の報告に加え、次に掲げる報告を委任事項に追加することができる。 

 □ 法第５８条の規定により読み替えて準用する法第５２条第１項の規定に基づく

青森県知事に対する報告（知事許可漁業における資源管理の状況等の報告） 

    □ 法第９０条第１項の規定に基づく青森県知事に対する報告（漁業権漁業における

資源管理の状況等の報告） 



第３号様式（規則第２条関係） 

 

特定水産資源（特別管理特定水産資源を除く。）の漁獲量等報告書 

（漁獲割当管理区分）及び個人情報の取扱いに関する同意書 

 

  年  月  日 

青森県知事 殿 

 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

 

１ 漁獲量等の報告 

漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第２６条第１項の規定に基づき、漁獲量等につ

いて、次のとおり報告します。 

漁獲割当割合設定通知書の番号  

特定水産資源の名称  

漁獲割当管理区分の名称  

設定を受けた年次漁獲割当量 （単位：  ） 

 

 

陸揚げした日／漁獲量（ｷﾛｸﾞﾗﾑ） 

 

 

  

  

  

  

  

 

２ 個人情報の取扱いに関する同意 

上記報告の内容について、水産資源の資源評価、操業実態の把握その他の漁業生産力

の発展に資する取組に活用するため、国の機関、独立行政法人等（個人情報の保護に関

する法律（平成１５年法律第５７号）第２条第９項に規定する独立行政法人等をいう。）、

青森県の機関、青森県の設置した地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成１５年

法律第１１８号）第２条第１項に規定する地方独立行政法人をいう。）その他の関係機

関（これらの機関から委託を受けて当該取組に関する業務を遂行する者を含む。）へ提

供することに同意します。 

 

（記載要領） 

１ 複数の漁獲割当割合の設定を受けている漁獲割当割合設定者が複数の漁獲割当割合

又は特定水産資源について報告を行う場合には１の表の右側に欄を設けて報告するこ

とができる。 

２ 「漁獲割当割合設定通知書の番号」の欄について、漁獲割当割合設定通知書の番号

等当該漁獲量等の報告の対象となった年次漁獲割当量が区別できる内容を記載するこ

ととする（漁獲割当割合設定者が同じ特定水産資源について２つ以上の漁獲割当割合

の設定を受けている場合に限る。）。 

３ 「設定を受けた年次漁獲割当量」の欄について、年次漁獲割当量の移転の認可を受

けた場合にあっては移転後の年次漁獲割当量を、年次漁獲割当量を承継した場合にあ

っては承継後の年次漁獲割当量を、それぞれ記入することとする。 

４ 「陸揚げした日」の欄について、くろまぐろの養殖用種苗の場合には、いけす（移

送用の仮いけすを含む。）に入れた日を記入することとする。 

 



第４号様式（規則第３条関係） 

 

特別管理特定水産資源の漁獲量等報告書（漁獲割当管理区分） 

及び個人情報の取扱いに関する同意書 

  年  月  日 

青森県知事 殿 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

 

１ 漁獲量等の報告 

漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第２６条第２項の規定に基づき、漁獲量等につ

いて、次のとおり報告します。 

漁獲割当割合設定通知書の番号  

特別管理特定水産資源の名称  

漁獲割当管理区分の名称  

設定を受けた年次漁獲割当量 （単位： ） 

 
 

特別管理特定水産資源ごとの 
陸揚げした日／漁獲量（ｷﾛｸﾞﾗﾑ）／個体
の数 

   

   

   

   

   

   

船舶等の名称  

 

２ 個人情報の取扱いに関する同意 

上記報告の内容について、水産資源の資源評価、操業実態の把握その他の漁業生産力

の発展に資する取組に活用するため、国の機関、独立行政法人等（個人情報の保護に関

する法律（平成１５年法律第５７号）第２条第９項に規定する独立行政法人等をいう。）、

青森県の機関、青森県の設置した地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成１５年

法律第１１８号）第２条第１項に規定する地方独立行政法人をいう。）その他の関係機

関（これらの機関から委託を受けて当該取組に関する業務を遂行する者を含む。）へ提

供することに同意します。 

 

（記載要領） 

１ 複数の漁獲割当割合の設定を受けている漁獲割当割合設定者が複数の漁獲割当割合

又は特定水産資源について報告を行う場合には１の表の右側に欄を設けて報告するこ

とができる。 

２ 「漁獲割当割合設定通知書の番号」の欄について、漁獲割当割合設定通知書の番号

等当該漁獲量等の報告の対象となった年次漁獲割当量が区別できる内容を記載するこ

ととする（漁獲割当割合設定者が同じ特定水産資源について２つ以上の漁獲割当割合

の設定を受けている場合に限る。）。 

３ 「設定を受けた年次漁獲割当量」の欄について、年次漁獲割当量の移転の認可を受

けた場合にあっては移転後の年次漁獲割当量を、年次漁獲割当量を承継した場合にあ

っては承継後の年次漁獲割当量を、それぞれ記入することとする。 

４ 「陸揚げした日」の欄について、くろまぐろの養殖用種苗の場合には、いけす（移

送用の仮いけすを含む。）に入れた日を記入することとする。 

 



第５号様式（規則第４条関係） 

 

特定水産資源（特別管理特定水産資源を除く。）の漁獲量等報告書（非漁獲割当管理区分

（漁獲努力量管理区分を除く。））及び個人情報の取扱いに関する同意書 

 

  年  月  日 

青森県知事 殿 

 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

 

１ 漁獲量等の報告 

漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第３０条第１項の規定に基づき、漁獲量等につ

いて、次のとおり報告します。 

許可番号又は

免許番号 

 

 

船舶の名称  

漁船登録番号  

管理区分の名称  

陸揚げした日 特定水産資源の名称 漁獲量（ｷﾛｸﾞﾗﾑ） 

   

   

   

   

   

   

 

２ 個人情報の取扱いに関する同意 

上記報告の内容について、水産資源の資源評価、操業実態の把握その他の漁業生産力

の発展に資する取組に活用するため、国の機関、独立行政法人等（個人情報の保護に関

する法律（平成１５年法律第５７号）第２条第９項に規定する独立行政法人等をいう。）、

青森県の機関、青森県の設置した地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成１５年

法律第１１８号）第２条第１項に規定する地方独立行政法人をいう。）その他の関係機

関（これらの機関から委託を受けて当該取組に関する業務を遂行する者を含む。）へ提

供することに同意します。 

 

（記載要領） 

１ 「許可番号又は免許番号」の欄について、法第５７条第１項の許可に基づいて特定

水産資源の採捕をした場合にあっては許可番号、漁業権又は組合員行使権に基づいて

特定水産資源の採捕をした場合にあっては免許番号を、それぞれ記入する。海区漁業

調整委員会又は広域漁業調整委員会の指示に基づき承認を受けた漁業の場合には、当

該承認番号を記載する。許可番号（承認番号を含む。）又は免許番号のいずれも持た

ない場合には、省略する。 

２ 「船舶の名称及び漁船登録番号」の欄について、船舶以外の漁業の生産活動を行う

基本的な単位となる設備を用いて特定水産資源の採捕をした場合には、省略する。 

３ 「陸揚げした日」の欄について、くろまぐろの養殖用種苗の場合には、いけす（移

送用の仮いけすを含む。）に入れた日を記入することとする。 

 

 



第６号様式（規則第４条関係） 

 

漁獲努力量等報告書（漁獲努力量管理区分）及び個人情報の取扱いに関する同意書 

 

  年  月  日 

青森県知事 殿 

 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

 

１ 漁獲量等の報告 

漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第３０条第１項の規定に基づき、漁獲量等につ

いて、次のとおり報告します。 

許可番号又は

免許番号 

 

 

船舶の名称  

漁船登録番号  

管理区分の名称  

陸揚げした日 特定水産資源の名称 漁獲努力量 漁獲量（ｷﾛｸﾞﾗﾑ） 

    

    

    

    

    

    

 

２ 個人情報の取扱いに関する同意 

上記報告の内容について、水産資源の資源評価、操業実態の把握その他の漁業生産力

の発展に資する取組に活用するため、国の機関、独立行政法人等（個人情報の保護に関

する法律（平成１５年法律第５７号）第２条第９項に規定する独立行政法人等をいう。）、

青森県の機関、青森県の設置した地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成１５年

法律第１１８号）第２条第１項に規定する地方独立行政法人をいう。）その他の関係機

関（これらの機関から委託を受けて当該取組に関する業務を遂行する者を含む。）へ提

供することに同意します。 

 

（記載要領） 

１ 「許可番号又は免許番号」の欄について、法第５７条第１項の許可に基づいて特定

水産資源の採捕をした場合にあっては許可番号、漁業権又は組合員行使権に基づいて

特定水産資源の採捕をした場合にあっては免許番号を、それぞれ記入する。海区漁業

調整委員会又は広域漁業調整委員会の指示に基づき承認を受けた漁業の場合には、当

該承認番号を記載する。許可番号（承認番号を含む。）又は免許番号のいずれも持た

ない場合には、省略する。 

２ 「船舶の名称及び漁船登録番号」の欄について、船舶以外の漁業の生産活動を行う

基本的な単位となる設備を用いて特定水産資源の採捕をした場合には、省略する。 

３ 「漁獲努力量」の欄について、特定水産資源を採捕するために行われる漁ろうの作

業の量（当該特定水産資源ごとに青森県資源管理方針において示された、操業日数、

操業時間、船舶の隻数、漁具の数、漁具の大きさ又は漁具の使用回数）を記載する。 

 

 



第７号様式（規則第５条関係） 

 

特別管理特定水産資源の漁獲量等報告書（非漁獲割当管理区分（漁獲努力量管理区分を除

く。））及び個人情報の取扱いに関する同意書 

 

  年  月  日 

 

青森県知事 殿 

 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

 

１ 漁獲量等の報告 

漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第３０条第２項の規定に基づき、漁獲量等につ

いて、次のとおり報告します。 

許可番号又は 

免許番号 

 船舶等の名称  

漁船登録番号  

管理区分の名称  

陸揚げした日 特別管理特定水産資源の名称 漁獲量（ｷﾛｸﾞﾗﾑ） 個体の数 

    

    

    

    

    

    

 

２ 個人情報の取扱いに関する同意 

上記報告の内容について、水産資源の資源評価、操業実態の把握その他の漁業生産力

の発展に資する取組に活用するため、国の機関、独立行政法人等（個人情報の保護に関

する法律（平成１５年法律第５７号）第２条第９項に規定する独立行政法人等をいう。）、

青森県の機関、青森県の設置した地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成１５年

法律第１１８号）第２条第１項に規定する地方独立行政法人をいう。）その他の関係機

関（これらの機関から委託を受けて当該取組に関する業務を遂行する者を含む。）へ提

供することに同意します。 

 

（記載要領） 

１ 「許可番号又は免許番号」の欄について、法第５７条第１項の許可に基づいて特別

管理特定水産資源の採捕をした場合にあっては許可番号、漁業権又は組合員行使権に

基づいて特別管理特定水産資源の採捕をした場合にあっては免許番号を、それぞれ記

入する。海区漁業調整委員会又は広域漁業調整委員会の指示に基づき承認を受けた漁

業の場合には、当該承認番号を記載する。許可番号（承認番号を含む。）又は免許番

号のいずれも持たない場合には、省略する。 

２ 「陸揚げした日」の欄について、くろまぐろの養殖用種苗の場合には、いけす（移

送用の仮いけすを含む。）に入れた日を記入することとする。 

 

 


